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	ADPFA4.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（1,316億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から171億円減少し、７兆723億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が２兆2,960億円と前期末（２兆5430億円）から2,470億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,169億円減少し、３兆8,343億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,425億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となりました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入れ債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加に伴う支出（535億円）、法人税等の支払い（525億円）の調整等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円...

	ADP8E47.tmp
	FY2013

	ADP460F.tmp
	前連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
	当連結会計年度（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
	（１株当たり情報）
	（注）算定上の基礎

	ADPF96.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（1,316億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から171億円減少し、７兆723億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が２兆2,960億円と前期末（２兆5,430億円）から2,470億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,169億円減少し、３兆8,343億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となりました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入れ債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加に伴う支出（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあ...

	ADPE6B6.tmp
	前連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
	当連結会計年度（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
	（１株当たり情報）
	（注）算定上の基礎

	ADP3955.tmp
	FY2013

	ADPB905.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（1,316億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から171億円減少し、７兆723億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が２兆2,960億円と前期末（２兆5,430億円）から2,470億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,169億円減少し、３兆8,343億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となりました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入れ債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加に伴う支出（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあ...

	ADP652D.tmp
	FY2013

	ADPC053.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（1,316億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から171億円減少し、７兆723億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が２兆2,960億円と前期末（２兆5,430億円）から2,470億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,169億円減少し、３兆8,343億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となりました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入れ債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加に伴う支出（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあ...

	ADP8661.tmp
	前連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
	当連結会計年度（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
	（１株当たり情報）
	（注）算定上の基礎

	ADPD451.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（1,316964億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から17172億円減少し、７兆822723億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が２兆2,9603億円と前期末（２兆5,430億円）から2,47067億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,016969億円減少し、３兆8,343442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となりました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入れ債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加に伴う支出（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあ...

	ADPAF95.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となりました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADP75D2.tmp
	前連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
	当連結会計年度（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
	（１株当たり情報）
	（注）算定上の基礎

	ADP3EFB.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となりました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（568億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADPE9E0.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が、事業収益及び資産圧縮の着実な推進等により、２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となり、中期経営計画における早期の目標である1.0を達成しました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADP42AB.tmp
	前連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
	当連結会計年度（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
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